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総 税 企 第 ６ ４ 号 

令 和 ２ 年 ４ 月 ３ ０ 日 

 

 各都道府県総務部長 

             殿 

東京都総務・主税局長 

 

 

                       総務省自治税務局企画課長 

                          （ 公 印 省 略 ） 

 

 

新型コロナウイルス感染症等に係る徴収猶予の特例の取扱いについて 

 

 

 地方税法等の一部を改正する法律（令和２年法律第 26 号）、地方税法施行令

の一部を改正する政令（令和２年政令第 161 号）及び地方税法施行規則の一部

を改正する省令（令和２年総務省令第 49 号）が令和２年４月 30 日にそれぞれ

公布され、原則として同日から施行することとされたところです。 

これにより創設された新型コロナウイルス感染症等に係る徴収猶予の特例の

取扱いについて留意いただきたい事項を下記のとおりお知らせしますので、適

切に運用されるようお願いします。 

 また、貴都道府県内の市区町村に対しても、この旨をご連絡願います。 

 本通知は地方自治法（昭和 22 年法律第 67 号）第 245 条の４（技術的な助言）

に基づくものです。 

 

記 

 

第１ 新型コロナウイルス感染症等に係る徴収猶予の特例の適用 

１ 新型コロナウイルス感染症等の影響による収入の減少 

地方税法（昭和 25 年法律第 226 号。以下「法」という。）附則第 59 条第１

項の「新型コロナウイルス感染症及びそのまん延防止のための措置の影響に

より納税者又は特別徴収義務者の事業につき相当な収入の減少」とは、納税者

又は特別徴収義務者（以下「納税者等」という。）の事業に係る収入の減少が

新型コロナウイルス感染症及びそのまん延防止のための措置の影響に因果関

係を有することをいい、例えば、納税者等又はその親族、従業員等が新型コロ

ナウイルス感染症に感染したことによる影響のほか、イベント開催又は外出

等の自粛要請、入国制限、賃料の支払猶予要請等の各種措置による影響等によ

り、収入の減少があったことをいうこと。 

 



2 

 

２ 事業につき相当な収入の減少であつて総務省令で定める事実 

  法附則第 59 条第１項の「総務省令で定める事実」とは、地方税法施行規則

（昭和 29 年総理府令第 23 号。以下「規則」という。）附則第 27 条に規定す

る事実をいうものであるが、同条の収入金額の計算に当たっては、次に掲げ

る事項に留意すること。 

⑴ 収入金額の計算に当たっては、納税者等の事業上の売上その他の経常的

な収入についてはその額を含めるが、臨時的な収入である各種給付金はそ

の額を含めないこととすること。また、新型コロナウイルス感染症のまん延

防止のための措置の影響により納税者等が収入すべき対価の額を減免した

場合は、その減免した額は収入金額に含めないこととすること。 

⑵ 「総務省令で定める事実」があったかどうかは、納税者等の事業に係る収

入の減少が新型コロナウイルス感染症及びそのまん延防止のための措置の

影響に因果関係を有するかどうかにより判定することから（１参照）、例え

ば、不動産賃貸人が政府の要請に基づき賃借人が支払うべき賃料の支払を

納期限まで引き続き猶予していると認められる場合における収入金額の計

算に当たっては、規則附則第 27 条の連続する１月以上の期間（以下「調査

期間」という。）における賃料収入に計上される額からその猶予していると

認められる賃料の額を控除することとすること。 

 

３ その他これに類する事実 

  法附則第 59 条第１項の「その他これに類する事実」とは、例えば、次に掲

げる事実をいうこと。 

⑴ 納税者の給与収入につき相当な収入の減少があったと認められること 

⑵ 調査期間に対応する期間がない場合において、調査期間の収入金額を、令

和２年１月以前でその期間に近接する期間その他調査期間の収入金額と比

較する期間として適当と認められる期間の収入金額で除して得た割合がお

おむね 100 分の 80 以下となったこと 

⑶ 調査期間に対応する期間の収入金額が不明な場合において、調査期間の

収入金額を、調査期間の直前１年間の収入金額を 12 で除しこれを割り当て

る方法その他適当な方法により算定した金額で除して得た割合がおおむね

100 分の 80 以下となったこと 

※ 「調査期間に対応する期間」とは、調査期間の初日の１年前の日から当該

調査期間の末日の１年前の日までの期間をいう。 

 

４ 納付・納入困難 

  法附則第 59 条第１項の「全部又は一部を一時に納付し、又は納入すること

が困難」のうち、「全部を一時に納付し、又は納入することが困難」とは、次

に掲げるものをいうこと。 

⑴ 納付・納入すべき地方団体の徴収金を納付・納入する資金がないこと 

⑵ 納付・納入すべき地方団体の徴収金を納付・納入するための資金を納税者
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等の事業の継続のために必要な少なくとも今後６か月間の運転資金並びに

納税者等及び納税者等と生計を一にする配偶者その他の親族の生活の維持

のために必要な少なくとも今後６か月間の費用（以下「運転資金等」という。）

に充てた場合に地方団体の徴収金を納付・納入する資金がないこと 

また、「一部を一時に納付し、又は納入することが困難」とは、次に掲げる

ものをいうこと。 

⑴ 納付・納入すべき地方団体の徴収金の全額を納付・納入する資金がないこ

と 

⑵ 納付・納入すべき地方団体の徴収金を納付・納入するための資金を運転資

金等に充てた場合に地方団体の徴収金の全額を納付・納入する資金がない

こと 

  

５ 期限内に申請できないやむを得ない理由 

  法附則第 59 条第１項の「やむを得ない理由」とは、納税者等が事業につき

新型コロナウイルス感染症の影響を受けたことに伴う貸付けを受けるための

手続を行っていたこと等により申請ができなかったことをいうこと。 

  なお、納税者等が新型コロナウイルス感染症にり患したため申請ができな

い場合又はそのまん延防止のための措置の影響により申請ができない場合等

には、法第 20 条の５の２第１項及び同項に基づく条例の規定により期限の延

長を認めることができることに留意すること。 

 

６ 猶予期間 

  法附則第 59 条第１項の規定により猶予する期間は、１年（同項第２号に掲

げる地方団体の徴収金にあっては、その確定申告書の法定申告期限までの期

間）を限度として納税者等が申請した期間とすること。 

 

７ 猶予期間の始期 

  法附則第 59 条第１項の規定により猶予する期間の始期は、猶予を受けよう

とする地方団体の徴収金の納期限の翌日とすること。猶予を受けようとする

地方団体の徴収金の納期限が、令和２年２月１日から地方税法等の一部を改

正する法律（令和２年法律第 26 号）の施行の日（以下「施行日」という。）ま

での間に到来したものについても、同様であること。 

 (注) 猶予を受けることができる地方団体の徴収金は、令和２年２月１日か

ら令和３年１月 31日までの間に納期限が到来する地方団体の徴収金であ

る。 

 

８ 猶予する金額 

  法附則第 59 条第１項の規定により徴収の猶予をすることができる金額は、

納付・納入すべき地方団体の徴収金の全部又は一部を一時に納付・納入する
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ことが困難である場合（４参照）におけるその納付・納入することが困難な金

額として、次の⑴の額から⑵の額を控除した金額とすること。 

 ⑴ 納付・納入すべき地方団体の徴収金の額 

 ⑵ 納税者等の納付・納入能力を判定した日において納税者等が有する現金、

預貯金等の価額に相当する金額から、それぞれ次に定める額を控除した金

額（その額が０円に満たない場合には、０円） 

  イ 納税者等が法人の場合には、その事業の継続のために必要な少なくと

も今後６か月間の運転資金の額 

  ロ 納税者等が個人の場合には、次に掲げる額の合計額 

  (イ) 納税者等及び納税者等と生計を一にする配偶者その他の親族の生活

の維持のために必要な少なくとも今後６か月間の費用に相当する金額 

  (ロ) 納税者等の事業の継続のために必要な少なくとも今後６か月間の運

転資金の額 

 

第２ その他 

１ 準用規定等 

徴収猶予の特例については、法附則第 59 条第３項において所要の準用規定

を設けていることから、原則として、現行の法第 15 条の規定による徴収猶予

に係る申請手続等（法第 15 条の２（第１項から第３項までを除く。））、通知

（法第 15 条の２の２）、効果（法第 15 条の２の３）、取消し（法第 15 条の３）

及び延滞金（法第 15 条の９（第３項及び第４項を除く。））と同様に取り扱う

こと。 

なお、法附則第 59 条第３項において法第 15 条の９第１項の規定を読み替

えて準用することにより、徴収猶予の特例に係る延滞金は全額免除されるこ

とに留意すること。 

 

２ 経過措置 

令和２年２月１日以後、施行日から２月を経過した日前に納付・納入すべき

地方団体の徴収金については、当該地方団体の徴収金の納期限後に徴収猶予

の特例に係る申請が行われた場合であっても、施行日から２月を経過する日

までに申請が行われたものについては、遡って徴収猶予の特例を適用するこ

とができること。 

 

 


